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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両外部の電源から供給される電力によって走行可能な電動車両であって、
　金属製のアンダーボディの下部に配設され、前記電源の送電用共鳴器と電磁場を介して
共鳴することにより前記送電用共鳴器から受電するように構成された受電用共鳴器と、
　前記受電用共鳴器によって受電された電力を蓄える蓄電装置と、
　前記受電用共鳴器とともに前記アンダーボディの下部において配線され、前記受電用共
鳴器によって受電された電力を前記蓄電装置へ送電するように構成された電力ケーブルと
を備える電動車両。
【請求項２】
　前記蓄電装置は、前記アンダーボディの上部に配設され、電磁波を遮蔽可能な部材によ
って覆われる、請求項１に記載の電動車両。
【請求項３】
　前記部材は、金属製である、請求項２に記載の電動車両。
【請求項４】
　前記蓄電装置は、前記アンダーボディの下部に配設される、請求項１に記載の電動車両
。
【請求項５】
　前記受電用共鳴器によって受電された交流電力を整流するように構成された整流器をさ
らに備え、
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　前記整流器は、前記アンダーボディの下部に配設される、請求項１から４のいずれかに
記載の電動車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電動車両に対し、特に、車両外部の電源から共鳴法により非接触で受電可
能な電動車両に関する。
【背景技術】
【０００２】
　環境に配慮した車両として、電気自動車やハイブリッド車などの電動車両が大きく注目
されている。電気自動車は、車両外部の電源から車載のバッテリを充電し、その充電され
た電力を用いてモータを駆動して走行する。ハイブリッド車は、モータとともにエンジン
をさらに動力源として搭載した車両や、車両駆動用の直流電源として燃料電池をさらに搭
載した車両である。
【０００３】
　ハイブリッド車においても、電気自動車と同様に、車両外部の電源から車載のバッテリ
を充電可能な車両が知られている。たとえば、家屋に設けられた電源コンセントと車両に
設けられた充電口とを充電ケーブルで接続することにより、一般家庭の電源から車載バッ
テリを充電可能ないわゆる「プラグイン・ハイブリッド車」が知られている。
【０００４】
　一方、送電方法として、電源コードや送電ケーブルを用いないワイヤレス送電が近年注
目されている。このワイヤレス送電技術としては、有力なものとして、電磁誘導を用いた
送電、マイクロ波を用いた送電、および共鳴法による送電の３つの技術が知られている。
【０００５】
　このうち、共鳴法は、一対の共鳴器（たとえば一対の自己共振コイル）を電磁場（近接
場）において共鳴させ、電磁場を介して送電する非接触の送電技術であり、数ｋＷの大電
力を比較的長距離（たとえば数ｍ）送電することも可能である（非特許文献１参照）。
【非特許文献１】Andre　Kurs　et　al.,　“Wireless　Power　Transfer　via　Strongl
y　Coupled　Magnetic　Resonances”、［online］、２００７年７月６日、Science、第
３１７巻、ｐ．８３－８６、［２００７年９月１２日検索］、インターネット＜URL：htt
p://www.sciencemag.org/cgi/reprint/317/5834/83.pdf＞
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記の共鳴法による非接触送電技術を車両外部の電源から電動車両への給電に用いる場
合、たとえば数百ｋＨｚレベルの高周波電力を車両において受電することとなるので、受
電に伴ない生じる電磁波が車内の各種電気機器に悪影響を及ぼし得る。
【０００７】
　それゆえに、この発明の目的は、車両外部の電源からの受電に伴ない生じる電磁波によ
る車内の電気機器への悪影響を抑制した電動車両を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明によれば、電動車両は、車両外部の電源から供給される電力によって走行可能
な電動車両であって、受電用共鳴器と、蓄電装置と、電力ケーブルとを備える。受電用共
鳴器は、金属製のアンダーボディの下部に配設され、車両外部の電源の送電用共鳴器と電
磁場を介して共鳴することにより送電用共鳴器から受電するように構成される。蓄電装置
は、受電用共鳴器によって受電された電力を蓄える。電力ケーブルは、受電用共鳴器とと
もにアンダーボディの下部において配線され、受電用共鳴器によって受電された電力を蓄
電装置へ送電するように構成される。
【０００９】
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　好ましくは、蓄電装置は、アンダーボディの上部に配設され、電磁波を遮蔽可能な部材
によって覆われる。
【００１０】
　さらに好ましくは、部材は、金属製である。
　また、好ましくは、蓄電装置は、アンダーボディの下部に配設される。
【００１１】
　好ましくは、電動車両は、整流器をさらに備える。整流器は、受電用共鳴器によって受
電された交流電力を整流するように構成される。そして、整流器は、アンダーボディの下
部に配設される。
【発明の効果】
【００１２】
　この電動車両においては、受電用共鳴器は、車両外部の電源の送電用共鳴器と電磁場を
介して共鳴することにより送電用共鳴器から高周波の電力を受ける。この受電用共鳴器は
、金属製のアンダーボディの下部に配設されるので、高周波電力の受電に伴ない受電用共
鳴器の周囲に発生する電磁波はアンダーボディによって遮蔽され、電磁波の車内への影響
が抑制される。また、受電に伴ない発生する電磁波は、受電用共鳴器によって受電された
電力を蓄電装置へ送電するための電力ケーブルに伝播するところ、この電動車両において
は、電力ケーブルも、金属製のアンダーボディの下部に配設されるので、電力ケーブルか
ら生じる電磁波もアンダーボディによって遮蔽される。
【００１３】
　したがって、この電動車両によれば、車両外部の電源からの受電に伴ない生じる電磁波
による車内の電気機器への悪影響を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】この発明の実施の形態１による電動車両について、発明の主要部の配置を車両側
方から見た図である。
【図２】図１に示す電動車両のアンダーボディ周辺の拡大図である。
【図３】鉄の電磁界遮蔽効果を示すグラフである。
【図４】共鳴法による送電の原理を説明するための図である。
【図５】電流源（磁流源）からの距離と電磁界の強度との関係を示した図である。
【図６】図１に示す電動車両のパワートレーン構成を示したブロック図である。
【図７】実施の形態１の変形例１による電動車両について、発明の主要部の配置を車両側
方から見た図である。
【図８】実施の形態１の変形例２による電動車両について、発明の主要部の配置を車両側
方から見た図である。
【図９】実施の形態２による電動車両について、発明の主要部の配置を車両側方から見た
図である。
【図１０】図９に示す電動車両のアンダーボディ周辺の拡大図である。
【符号の説明】
【００１５】
　１，１Ａ～１Ｃ　電動車両、１０　アンダーボディ、２０　受電用共鳴器、２２，３４
０　二次自己共振コイル、２４，３５０　二次コイル、３０　電力ケーブル、３５　整流
器、４０　蓄電装置、４２　電磁遮蔽材、４４　リアシート、４６　センターコンソール
、５０　地面、６０　送電用共鳴器、７０　高周波電源ドライバ、８０　交流電源、１１
０　ＰＣＵ、１１２　昇圧コンバータ、１１４，１１６　インバータ、１２０，１２２　
モータジェネレータ、１２４　エンジン、１２６　動力分割装置、１２８　駆動輪、１３
０　ＥＣＵ、３１０　高周波電源、３２０　一次コイル、３３０　一次自己共振コイル、
３６０　負荷、ＳＭＲ１，ＳＭＲ２　システムメインリレー、ＰＬ１，ＰＬ２　正極線、
ＮＬ１，ＮＬ２　負極線。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１６】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。なお、図中
同一または相当部分には同一符号を付してその説明は繰返さない。
【００１７】
　［実施の形態１］
　図１は、この発明の実施の形態１による電動車両について、発明の主要部の配置を車両
側方から見た図である。図１を参照して、電動車両１は、アンダーボディ１０と、受電用
共鳴器２０と、電力ケーブル３０と、蓄電装置４０とを備える。この電動車両１は、車両
外部に設けられる後述の給電設備から供給される電力を受電し、図示されない走行用モー
タによって走行可能に構成される。
【００１８】
　アンダーボディ１０は、車両のボディ下面であって、金属製部材によって構成される。
アンダーボディ１０は、一般的には鉄によって構成されるが、この発明は、アンダーボデ
ィ１０が鉄によって構成されるものに限定されるものではない（以下では、アンダーボデ
ィ１０は、鉄によって構成されるものとする。）。
【００１９】
　受電用共鳴器２０は、アンダーボディ１０の下部（すなわち車外）に固設される。受電
用共鳴器２０は、給電設備の送電用共鳴器６０と電磁場を介して共鳴することにより送電
用共鳴器６０から非接触で受電可能に構成される。一例として、受電用共鳴器２０は、数
百ｋＨｚの高周波で電磁場を介して送電用共鳴器６０と共鳴するように構成された自己共
振コイル（ＬＣ共振コイル）や、ＴｉＯ2やＢａＴｉ4Ｏ9，ＬｉＴａＯ3等の高誘電率材か
ら成る高誘電体ディスク等によって構成される。
【００２０】
　電力ケーブル３０は、受電用共鳴器２０とともに、アンダーボディ１０の下部において
配線される。電力ケーブル３０は、受電用共鳴器２０によって受電された電力を蓄電装置
４０へ送電する。
【００２１】
　蓄電装置４０は、この実施の形態１においては、アンダーボディ１０の上部（すなわち
車内）に配設され、具体的には、ラゲージルーム内に配設される。蓄電装置４０は、再充
電可能な直流電源であり、たとえばリチウムイオンやニッケル水素などの二次電池から成
る。この蓄電装置４０は、受電用共鳴器２０によって受電された電力や、図示されない走
行用モータあるいはジェネレータによって発電された電力を一時的に蓄え、その蓄えられ
た電力を走行時に走行用モータへ供給する。なお、蓄電装置４０として、大容量のキャパ
シタも採用可能である。
【００２２】
　なお、電動車両１へ電力を供給可能な給電設備は、送電用共鳴器６０と、高周波電源ド
ライバ７０と、交流電源８０とを含む。送電用共鳴器６０は、地面５０に設けられ、高周
波電源ドライバ７０から電力の供給を受ける。そして、送電用共鳴器６０は、電動車両１
の受電用共鳴器２０と電磁場を介して共鳴することにより、高周波電源ドライバ７０から
受ける高周波電力を受電用共鳴器２０へ非接触で送電可能に構成される。この送電用共鳴
器６０も、受電用共鳴器２０と同様に、たとえば、数百ｋＨｚの高周波で電磁場を介して
受電用共鳴器２０と共鳴するように構成された自己共振コイル（ＬＣ共振コイル）や高誘
電率材から成る高誘電体ディスク等によって構成される。
【００２３】
　高周波電源ドライバ７０は、交流電源８０から受ける電力を高周波の電力に変換して送
電用共鳴器６０へ供給する。なお、高周波電源ドライバ７０が生成する高周波電力の周波
数は、たとえば数百ｋＨｚ程度である。
【００２４】
　図２は、図１に示した電動車両１のアンダーボディ周辺の拡大図である。図２を参照し
て、受電用共鳴器２０は、鉄製のアンダーボディ１０の下部（すなわち車外）に配設され
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る。受電用共鳴器２０をアンダーボディ１０の下部に配設したのは、給電装置の送電用共
鳴器６０からの受電に伴ない受電用共鳴器２０の周囲には高周波の電磁波が発生するとこ
ろ、鉄製のアンダーボディ１０によって電磁波が遮蔽され、電磁波の車内への影響が抑制
されるからである。
【００２５】
　また、この電動車両１においては、電力ケーブル３０も、アンダーボディ１０の下部（
すなわち車外）に配線される。電力ケーブル３０をアンダーボディ１０の下部に配線した
のは、電力ケーブル３０は、受電用共鳴器２０に接続されるので、受電に伴なう高周波の
電磁波が電力ケーブル３０に伝搬することにより電力ケーブル３０も電磁波の発生源とな
るところ、鉄製のアンダーボディ１０によって電磁波が遮蔽され、電磁波の車内への影響
が抑制されるからである。
【００２６】
　そして、受電用共鳴器２０によって受電され電力ケーブル３０を流れる高周波の電力は
、整流器３５（図１では図示せず。）によって整流され、アンダーボディ１０の上部（す
なわち車内）に配設される蓄電装置４０に受電電力が蓄えられる。なお、整流器３５も、
アンダーボディ１０の下部（すなわち車外）に配設される。受電用共鳴器２０によって受
電された高周波の電力を電力ケーブル３０を介して受ける整流器３５も、電磁波の発生源
となるからである。
【００２７】
　なお、蓄電装置４０は、整流器３５を介してはいるけれども、電力ケーブル３０および
受電用共鳴器２０に電気的に接続されているので、電磁波を遮蔽可能な部材４２で蓄電装
置４０を覆うのが好ましい。部材４２としては、たとえば、電磁遮蔽効果の高い鉄などの
金属製部材や、電磁波遮蔽効果を有する布などを採用可能である。また、電磁波を遮蔽可
能な部材によって整流器３５を覆えば、蓄電装置４０とともに整流器３５もアンダーボデ
ィ１０の上部（すなわち車内）に配設してもよい。
【００２８】
　このように、この電動車両１においては、共鳴法を用いて高周波の電力を受電する受電
用共鳴器２０だけでなく、受電用共鳴器２０によって受電された電力を蓄電装置４０へ送
電するための電力ケーブル３０も、鉄製のアンダーボディ１０の下面（すなわち車外）に
配設される。これにより、給電設備からの受電に伴なう高周波の電磁波が車内に及ぶのを
抑制することができる。
【００２９】
　さらに、この実施の形態１においては、蓄電装置４０は、アンダーボディ１０の上面（
すなわち車内）に配設されるところ、電磁波を遮蔽可能な部材４２で蓄電装置４０を覆う
ことによって、車内への電磁波の影響をさらに十分に抑制することができる。
【００３０】
　図３は、鉄の電磁界遮蔽効果を示すグラフである。図３を参照して、折線ｋ１は、鉄の
電磁界遮蔽効果を示し、比較として、折線ｋ２にアルミニウムの電磁界遮蔽効果を示す。
グラフにおいて、横軸は電磁界の周波数であり、縦軸はシールド特性である。上述のよう
に、この電動車両１においては、数百ｋＨｚの高周波で送電用共鳴器６０と受電用共鳴器
２０を共鳴させることにより送電用共鳴器６０から受電用共鳴器２０へ電磁場を介して送
電される。そして、図３に示されるように、５００ｋＨｚよりも小さい周波数において、
鉄のシールド特性はアルミニウムに対して優れており、５００ｋＨｚよりも小さい周波数
の使用も想定される、共鳴法を用いた送電において、鉄は高い電磁波遮蔽効果を有する。
【００３１】
　図４は、共鳴法による送電の原理を説明するための図である。なお、この図４では、一
例として、共鳴器としてＬＣ共振コイルが用いられる場合が示される。図４を参照して、
共鳴法では、２つの音叉が共鳴するのと同様に、同じ固有振動数を有する２つのＬＣ共振
コイルが電磁場（近接場）において共鳴することによって、一方の共振コイルから他方の
共振コイルへ電磁場を介して電力が伝送される。
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【００３２】
　具体的には、高周波電源３１０に一次コイル３２０を接続し、電磁誘導により一次コイ
ル３２０と磁気的に結合される一次自己共振コイル３３０へ数百ｋＨｚの高周波電力を給
電する。一次自己共振コイル３３０は、コイル自身のインダクタンスと浮遊容量とによる
ＬＣ共振器であり、一次自己共振コイル３３０と同じ共振周波数を有する二次自己共振コ
イル３４０と電磁場（近接場）を介して共鳴する。そうすると、一次自己共振コイル３３
０から二次自己共振コイル３４０へ電磁場を介してエネルギー（電力）が移動する。二次
自己共振コイル３４０へ移動したエネルギー（電力）は、電磁誘導により二次自己共振コ
イル３４０と磁気的に結合される二次コイル３５０によって取出され、負荷３６０へ供給
される。なお、共鳴法による送電は、一次自己共振コイル３３０と二次自己共振コイル３
４０との共鳴強度を示すＱ値がたとえば１００よりも大きいときに実現される。
【００３３】
　なお、一次コイル３２０は、一次自己共振コイル３３０への給電を容易にするために設
けられ、二次コイル３５０は、二次自己共振コイル３４０からの電力の取出しを容易にす
るために設けられるものであり、一次コイル３２０を設けることなく高周波電源３１０か
ら一次自己共振コイル３３０へ直接給電し、二次コイル３５０を設けることなく二次自己
共振コイル３４０から電力を直接取出してもよい。
【００３４】
　図５は、電流源（磁流源）からの距離と電磁界の強度との関係を示した図である。図５
を参照して、電磁界は３つの成分を含む。曲線ｋ１１は、波源からの距離に反比例した成
分であり、「輻射電磁界」と称される。曲線ｋ１２は、波源からの距離の２乗に反比例し
た成分であり、「誘導電磁界」と称される。また、曲線ｋ１３は、波源からの距離の３乗
に反比例した成分であり、「静電磁界」と称される。
【００３５】
　この中でも波源からの距離とともに急激に電磁波の強度が減少する領域があるが、共鳴
法では、この近接場（エバネッセント場）を利用してエネルギー（電力）の伝送が行なわ
れる。すなわち、近接場を利用して、同じ固有振動数を有する一対のＬＣ共振コイルを共
鳴させることにより、一方のＬＣ共振コイル（一次自己共振コイル）から他方のＬＣ共振
コイル（二次自己共振コイル）へエネルギー（電力）を伝送する。この近接場は遠方にエ
ネルギー（電力）を伝播しないので、遠方までエネルギーを伝播する「輻射電磁界」によ
りエネルギー（電力）を伝送する電磁波に比べて、共鳴法は、より少ないエネルギー損失
で送電することができる。
【００３６】
　図６は、図１に示した電動車両１のパワートレーン構成を示したブロック図である。な
お、この図６でも、一例として、受電用共鳴器としてＬＣ共振コイルが用いられる場合が
示される。図６を参照して、電動車両１は、蓄電装置４０と、システムメインリレーＳＭ
Ｒ１と、ＰＣＵ（Power　Control　Unit）１１０と、モータジェネレータ１２０，１２２
と、エンジン１２４と、動力分割装置１２６と、駆動輪１２８とを含む。また、電動車両
１は、受電用共鳴器２０と、電力ケーブル３０と、整流器３５と、システムメインリレー
ＳＭＲ２と、ＥＣＵ（Electronic　Control　Unit）１３０とをさらに含む。
【００３７】
　この電動車両１は、エンジン１２４およびモータジェネレータ１２２を動力源として搭
載する。エンジン１２４およびモータジェネレータ１２０，１２２は、動力分割装置１２
６に連結される。そして、電動車両１は、エンジン１２４およびモータジェネレータ１２
２の少なくとも一方が発生する駆動力によって走行する。エンジン１２４が発生する動力
は、動力分割装置１２６によって２経路に分割される。すなわち、一方は駆動輪１２８へ
伝達される経路であり、もう一方はモータジェネレータ１２０へ伝達される経路である。
【００３８】
　モータジェネレータ１２０は、交流回転電機であり、たとえばロータに永久磁石が埋設
された三相交流同期電動機から成る。モータジェネレータ１２０は、動力分割装置１２６
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を介してエンジン１２４の運動エネルギーを用いて発電する。たとえば、蓄電装置４０の
充電状態（「ＳＯＣ（State　Of　Charge）」とも称される。）が予め定められた値より
も低くなると、エンジン１２４が始動してモータジェネレータ１２０により発電が行なわ
れ、蓄電装置４０が充電される。
【００３９】
　モータジェネレータ１２２も、交流回転電機であり、モータジェネレータ１２０と同様
に、たとえばロータに永久磁石が埋設された三相交流同期電動機から成る。モータジェネ
レータ１２２は、蓄電装置４０に蓄えられた電力およびモータジェネレータ１２０により
発電された電力の少なくとも一方を用いて駆動力を発生する。そして、モータジェネレー
タ１２２の駆動力は、駆動輪１２８に伝達される。
【００４０】
　また、車両の制動時や下り斜面での加速度低減時には、運動エネルギーや位置エネルギ
ーとして車両に蓄えられた力学的エネルギーが駆動輪１２８を介してモータジェネレータ
１２２の回転駆動に用いられ、モータジェネレータ１２２が発電機として作動する。これ
により、モータジェネレータ１２２は、走行エネルギーを電力に変換して制動力を発生す
る回生ブレーキとして作動する。そして、モータジェネレータ１２２により発電された電
力は、蓄電装置４０に蓄えられる。
【００４１】
　動力分割装置１２６は、サンギヤと、ピニオンギヤと、キャリアと、リングギヤとを含
む遊星歯車から成る。ピニオンギヤは、サンギヤおよびリングギヤと係合する。キャリア
は、ピニオンギヤを自転可能に支持するとともに、エンジン１２４のクランクシャフトに
連結される。サンギヤは、モータジェネレータ１２０の回転軸に連結される。リングギヤ
はモータジェネレータ１２２の回転軸および駆動輪１２８に連結される。
【００４２】
　システムメインリレーＳＭＲ１は、蓄電装置４０とＰＣＵ１１０との間に配設される。
システムメインリレーＳＭＲ１は、ＥＣＵ１３０からの信号ＳＥ１が活性化されると、蓄
電装置４０をＰＣＵ１１０と電気的に接続し、信号ＳＥ１が非活性化されると、蓄電装置
４０とＰＣＵ１１０との間の電路を遮断する。
【００４３】
　ＰＣＵ１１０は、昇圧コンバータ１１２と、インバータ１１４，１１６とを含む。昇圧
コンバータ１１２は、ＥＣＵ１３０からの信号ＰＷＣに基づいて、正極線ＰＬ２の電圧を
蓄電装置４０の出力電圧以上の電圧に昇圧する。なお、この昇圧コンバータ１１２は、た
とえば直流チョッパ回路から成る。インバータ１１４，１１６は、それぞれモータジェネ
レータ１２０，１２２に対応して設けられる。インバータ１１４は、ＥＣＵ１３０からの
信号ＰＷＩ１に基づいてモータジェネレータ１２０を駆動し、インバータ１１６は、ＥＣ
Ｕ１３０からの信号ＰＷＩ２に基づいてモータジェネレータ１２２を駆動する。なお、イ
ンバータ１１４，１１６は、たとえば三相ブリッジ回路から成る。
【００４４】
　一方、受電用共鳴器２０は、二次自己共振コイル２２と、二次コイル２４とを含む。二
次コイル２４は、二次自己共振コイル２２と同軸上に配設され、電磁誘導により二次自己
共振コイル２２と磁気的に結合可能である。この二次コイル２４は、二次自己共振コイル
２２により受電された電力を電磁誘導により取出し、電力ケーブル３０を介して整流器３
５へ出力する。
【００４５】
　整流器３５は、二次コイル２４によって取出された交流電力を整流する。システムメイ
ンリレーＳＭＲ２は、整流器３５と蓄電装置４０との間に配設される。システムメインリ
レーＳＭＲ２は、ＥＣＵ１３０からの信号ＳＥ２が活性化されると、蓄電装置４０を整流
器３５と電気的に接続し、信号ＳＥ２が非活性化されると、蓄電装置４０と整流器３５と
の間の電路を遮断する。
【００４６】
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　ＥＣＵ１３０は、アクセル開度や車両速度、その他種々のセンサからの信号に基づいて
、昇圧コンバータ１１２およびモータジェネレータ１２０，１２２をそれぞれ駆動するた
めの信号ＰＷＣ，ＰＷＩ１，ＰＷＩ２を生成し、その生成した信号ＰＷＣ，ＰＷＩ１，Ｐ
ＷＩ２をそれぞれ昇圧コンバータ１１２およびインバータ１１４，１１６へ出力する。そ
して、車両の走行時、ＥＣＵ１３０は、信号ＳＥ１を活性化してシステムメインリレーＳ
ＭＲ１をオンさせるとともに、信号ＳＥ２を非活性化してシステムメインリレーＳＭＲ２
をオフさせる。
【００４７】
　また、給電設備（図１）から電動車両１への給電が行なわれるとき、ＥＣＵ１３０は、
信号ＳＥ２を活性化してシステムメインリレーＳＭＲ２をオンさせる。なお、整流器３５
と蓄電装置４０との間にＤＣ／ＤＣコンバータを設けてもよい。そして、整流器３５によ
って整流された電力をＤＣ／ＤＣコンバータによって蓄電装置４０の電圧レベルに変換し
て蓄電装置４０へ出力するようにしてもよい。
【００４８】
　なお、システムメインリレーＳＭＲ１，ＳＭＲ２をともにオンさせることによって、電
動車両１の走行中に給電設備から受電することも可能である。
【００４９】
　以上のように、この実施の形態１においては、受電用共鳴器２０は、給電設備の送電用
共鳴器６０と電磁場を介して共鳴することにより送電用共鳴器６０から高周波の電力を受
ける。この受電用共鳴器２０は、鉄製のアンダーボディ１０の下部に配設されるので、高
周波電力の受電に伴ない受電用共鳴器２０の周囲に発生する電磁波はアンダーボディ１０
によって遮蔽され、電磁波の車内への影響が抑制される。また、受電に伴ない発生する電
磁波は、受電用共鳴器２０によって受電された電力を蓄電装置４０へ送電するための電力
ケーブル３０に伝播するところ、この電動車両においては、電力ケーブル３０も、鉄製の
アンダーボディ１０の下部に配設されるので、電力ケーブル３０から生じる電磁波もアン
ダーボディ１０によって遮蔽される。したがって、この実施の形態１によれば、給電設備
からの受電に伴ない生じる電磁波による車内の電気機器への悪影響を抑制することができ
る。
【００５０】
　また、この実施の形態１においては、蓄電装置４０は、アンダーボディ１０の上面（す
なわち車内）に配設されるところ、電磁波を遮蔽可能な部材４２で蓄電装置４０を覆うこ
とによって、車内への電磁波の影響をさらに十分に抑制することができる。さらに、この
実施の形態１においては、整流器３５もアンダーボディ１０の下部（すなわち車外）に配
設されるので、車内への電磁波の影響を確実に抑制することができる。
【００５１】
　［変形例１］
　図７は、実施の形態１の変形例１による電動車両について、発明の主要部の配置を車両
側方から見た図である。図７を参照して、電動車両１Ａでは、図１に示した電動車両１の
構成において、蓄電装置４０がリヤシート４４の下部に配設される。電動車両１Ａのその
他の構成は、上記の電動車両１と同じである。なお、特に図示しないが、蓄電装置４０を
フロントシートの下部に配設してもよい。
【００５２】
　この変形例１によっても、実施の形態１と同様の効果が得られる。
　［変形例２］
　図８は、実施の形態１の変形例２による電動車両について、発明の主要部の配置を車両
側方から見た図である。図８を参照して、電動車両１Ｂでは、蓄電装置４０がセンターコ
ンソール４６の下部に配設される。電動車両１Ｂのその他の主な構成は、実施の形態１に
よる電動車両１と同じである。
【００５３】
　この変形例２によっても、実施の形態１と同様の効果が得られる。
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　［実施の形態２］
　図９は、実施の形態２による電動車両について、発明の主要部の配置を車両側方から見
た図である。図９を参照して、電動車両１Ｃでは、図１に示した実施の形態１による電動
車両１の構成において、蓄電装置４０も、受電用共鳴器２０および電力ケーブル３０とと
もにアンダーボディ１０の下部（すなわち車外）に配設される。電動車両１Ｃのその他の
主な構成は、電動車両１と同じである。
【００５４】
　図１０は、図９に示した電動車両１Ｃのアンダーボディ周辺の拡大図である。図１０を
参照して、この電動車両１Ｃにおいては、蓄電装置４０も、鉄製のアンダーボディ１０の
下部（すなわち車外）に配設される。蓄電装置４０をアンダーボディ１０の下部（すなわ
ち車外）に配設したのは、蓄電装置４０も、整流器３５を介しているものの電力ケーブル
３０および受電用共鳴器２０に電気的に接続されているので、受電に伴なう高周波の電磁
波が蓄電装置４０に伝搬し得る。そこで、アンダーボディ１０の上部（すなわち車内）に
配設される蓄電装置４０を、電磁波を遮蔽可能な部材４２によって覆う代わりに、高い電
磁遮蔽効果を有する鉄製のアンダーボディ１０の下部（すなわち車外）に蓄電装置４０を
配設することによって、電磁波が車内に及ぶのを確実に抑制することができる。
【００５５】
　以上のように、この実施の形態２においては、蓄電装置４０は、鉄製のアンダーボディ
１０の下部（すなわち車外）に配設されるので、蓄電装置４０から生じる電磁波もアンダ
ーボディ１０によって遮蔽される。したがって、この実施の形態２によっても、給電設備
からの受電に伴ない生じる電磁波による車内の電気機器への悪影響を抑制することができ
る。
【００５６】
　なお、上記の各実施の形態においては、電動車両として、動力分割装置１２６によりエ
ンジン１２４の動力を分割して駆動輪１２８とモータジェネレータ１２０とに伝達可能な
シリーズ／パラレル型のハイブリッド車について説明したが、この発明は、その他の形式
のハイブリッド車にも適用可能である。すなわち、たとえば、モータジェネレータ１２０
を駆動するためにのみエンジン１２４を用い、モータジェネレータ１２２でのみ車両の駆
動力を発生する、いわゆるシリーズ型のハイブリッド車や、エンジン１２４が生成した運
動エネルギーのうち回生エネルギーのみが電気エネルギーとして回収されるハイブリッド
車、エンジンを主動力として必要に応じてモータがアシストするモータアシスト型のハイ
ブリッド車などにもこの発明は適用可能である。
【００５７】
　また、この発明は、エンジン１２４を備えずに電力のみで走行する電気自動車や、直流
電源として蓄電装置４０に加えて燃料電池をさらに備える燃料電池車にも適用可能である
。また、この発明は、昇圧コンバータ１１２を備えない電動車両にも適用可能である。
【００５８】
　今回開示された実施の形態は、すべての点で例示であって制限的なものではないと考え
られるべきである。本発明の範囲は、上記した実施の形態の説明ではなくて請求の範囲に
よって示され、請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが
意図される。
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